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パート１
2016年診療報酬改定の
改定率、基本的視点





診療報酬本体＋０．４９
薬価等 －１．３３

マイナス改定、毎年
2300億削減

8年ぶりの
マイナス改定

2100億円



診療報酬改定の基本的視点

• （１）地域包括ケアシステムの推進と医療機能の分化・強化、
連携に関する視点
– 医療機能に応じた入院医療の評価

– チーム医療の推進、勤務環境の改善、業務効率化の取り組み

– 地域包括ケアシステム推進

– 質の高い在宅医療・訪問看護の確保

– 外来医療の機能分化

• （２）患者にとって安心・安全で納得できる効果的・効率的で質
が高い医療を実現する視点

• （３）重点的な対応が求められる医療分野を充実する視点

• （４）効率化・適正化を通じて制度の持続可能性を高める視点

7対１要件の
厳格化



パート２
診療報酬改定と入院基本料

入院医療等調査評価分科会より



中医協診療報酬調査専門組織
入院医療等の調査・評価分科会







診療報酬による病床機能分化
～ワイングラス型からヤクルト型へ～

高度急性期に
残れるのは18万床

7対１、10対１
一般病棟の
一部は亜急性期へ

療養病床から
亜急性期へ



次期報酬改定へ向けての
入院医療４つのポイント

ポイント① 7対１病床の要件見直し

ポイント② ICUの重症度、医療・看護必要度の見直し

ポイント③ 地域包括ケア病棟の要件見直し

ポイント④ 慢性期医療の見直し



ポイント①
7対１病床の要件見直し

重症度、医療・看護必要度の見直し



38万床 1.5万床減少



重症度、医療・看護必要度の見直し

A項目、B項目の見直し



A項目(モニタリング及び処置等） B項目（患者の状態）

（前回改定）

A項目、B項目は

正しく急性期の
患者を反映して
いるのか？

A項目2点以上かつB項目3点以上の
該当患者割合が15%以上





早期離床、早期経口摂取の
ＥＲＡＳプログラムと重症度
、医療・看護必要度とは

矛盾する

早期離床、早期経口摂取は

Ａ項目、Ｂ項目の点数を下げる



ERAS
（Enhanced Recovery After Sugery)

周術期早期回復プログラム











A項目について

• A項目のみによる評価
–術後の一定日数等の患者においては、B項目
の点数によらずA項目のみで基準を満たすこ
ととしてはどうか？

– A項目かつB項目による基準と併用してはどう
か？

• A項目の専門的な治療処置追加
– A項目の専門的な治療処置の項目に「無菌治
療室」の項目の追加



C

C
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7対１入院基本料の経過措置

半年間はみなし期間
2016年3月31日7対１を届けている病棟は2016年9月末までは
基準を満たしていなくとも7対１としての算定をみなしで行う

病棟群単位の届出
7対１から10対１への転換の際の雇用等の激変緩和のため



病棟群単位の届出

2016年4月1日から2018年4月1日までの2年間

病棟群単位の届出



２００床未満の７対１

• 病棟群単位の入院基本料の届出を出す場合

–届出期間は２０１６年４月から２０１７年３月３１日

– ２０１７年４月以降は７対１病棟の病床数を一般
病棟全体の６０%以下に縮小することが条件

• 病棟群単位の届出を出さない場合

–重症度、医療・看護必要度の患者該当率

– ２００床未満は２３％

• ２０１８年３月３１日までの２年間に限る



7対１維持か転換か？
• （１）７対１を全病棟維持する

– ２０１床以上
• 重症度、医療・看護必要度２５%

– ２００床以下
• 重症度、医療・看護必要度23%〈2018年3月まで）

• （２）7対１と１０対１のミクスで７対１を維持
– 病棟群別の選択する

• 7対1病棟群と10対1病棟群とのミックス（2018年3月まで）

• （３）７対１病棟と地域包括ケア、回復期リハとのミックス
• 地域包括ケア病棟や回復期ケア病棟など

• ただし500床以上やICU保有などの病院では、地域包括ケア病棟は1病棟のみとの制限
あり

• （４）10対１への転換
– 収入減、看護師等の雇用

• （５）病床削減
– 介護老人保健施設などへの一部転換を含めた病床削減



ポイント②
特定集中治療室（ICU)
管理料の要件見直し







９０％





3点セット

だけで
50%を超
える





ポイント③
地域包括ケア病棟の

要件見直し



地域包括ケア病棟

• 地域包括ケア病棟の役割・機能

–①急性期病床からの患者受け入れ

•重症度・看護必要度

–②在宅等にいる患者の緊急時の受け入れ

•二次救急病院の指定や在宅療養支援病院の
届け出

–③在宅への復帰支援

•在宅復帰率

• データ提出
– 亜急性期病床の果たす機能を継続的に把握する必要性を踏まえ、提供されて
いる医療内容に関するＤＰＣデータの提出







一般病棟入院基本料（7対1）

一般病棟入院基本料（10対1）

亜急性期入院医療管理料



地域包括ケア病棟における
手術料の取り扱いについて

• 地域包括ケア病棟では手術料・麻酔料は包括となっ
ている

• このため行われていた手術は創傷処置や皮膚切開、
胃ろう造設術等の軽微な手術料が多く、その出来高
実績点数は入院1日あたり平均2.9点であった。

• 手術料についてはこのまま包括とすべきという意見

• しかし一方、地域包括ケア病棟が、その役割の「在宅
等にいる患者の緊急時の受け入れ（サブアキュート）」
を行うにあたり、手術料や麻酔料を包括外とすべきと
いう意見もあった。

地域包括ケア病棟の手術料・麻酔料は
包括外となった



④慢性期病床の見直し

(ア）療養病棟入院基本料

（イ）障害者病棟、特殊疾患病棟



(ア）療養病棟入院基本料

①療養病棟入院基本料２に

医療区分の要件化

②在宅復帰機能強化加算の見直し



①療養病棟入院基本料２に医療区分の要件化



医療区分３医療区分２

80%以上

５０％以上医療区分の要件化



②宅復帰機能強化加算の見直し



1ヶ月ルール、回転率を
療養病棟における患者流れの
パターンで重み付けをする

• パターン①

–他院の急性期病棟→自院の療養病棟→自宅

• パターン②

–自院の他病棟→自院の療養病棟→自宅

• パターン③

–自宅→自院の療養病棟→自宅

• 一ヶ月ルール該当はパターン②のみ

• 回転率はパターン①と②のみで算出し基準値
を変える





（い
（イ）









パート３
診療報酬改定と地域連携



2016年４月報酬改定へ向けて
地域連携４つのポイント

ポイント① 特定除外制度の見直し

ポイント② 7対１病床の在宅復帰率の見直し

ポイント③ 退院支援に関する評価の充実

ポイント④ 退院直後の在宅療養支援の評価



ポイント① 特定除外制度の見直し



3.7% ,
6.5% 



32% 
no







ポイント②
7対１病床の在宅復帰率の見直し



７対１入院基本料の
在宅復帰率の見直し

2014年診療報酬改定







有床診療所（加算あり）が退棟先に追加

従来の退棟先に加え
て、有床診療所(加算

あり）が追加

回復期リハ病
棟、地域包括
ケア病棟等を
除く案はなく
なった！

８０％以上







ポイント③
退院支援に関する評価の充実



2000年

2000年

200８年

クリテイカルパス

地域連携
クリテイカルパス

退院支援



現行の退院支援の流れ

総合評価加算
（総合的な評価）

退院調整加算 地域連携診療
計画管理料



地域連携診療計画管理料
(地域連携クリティカルパス）

総合評価加算
退院調整加算

介護支援連携指導料



退院調整加算と
地域連携診療計画管理料

• 退院調整加算

– 「病棟への退院支援の人員配置」、「協議などに基づく顔
の見える医療機関間連携」といった施設基準は設けられ
ていない

• 地域連携診療計画管理料

– 地域連携クリティカルパスの「地域連携診療計画管理料」
などでは「協議などによる顔の見える連携体制」が施設基
準になっている

• 退院調整加算を強化してはどうか？

• 退院調整加算の要件に地域連携診療計画管理料
を含めてはどうか？





http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2015/10/スライド233.jpg
http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2015/10/スライド233.jpg






「ストラクチャーで
はなく、アウトカム
を評価すべき

退院支援の専従者
などの配置が

在宅復帰に効果的

入院医療等調査・評価分科会
(2015年7月1日）

「退院調整加算に
整理しては？



退院調整加算の強化

• 退院調整加算の見直し

– （1）施設基準を厳格化するとともに、点数を引き
上げることで退院支援を充実させる

• 退院支援に専従する職員が、複数の病棟を担当とし
て受け持ち、多職種カンファレンスを実施して、入院後
早期に退院支援に着手する体制

• 医療機関が他の医療機関などと恒常的に顔の見える
連携体制の整備

– （2）「地域連携診療計画管理料（地域連携クリテ
ィカルパス」などを、退院調整加算の加算とする



退院調整加算から退院支援加算へ

• 「退院調整加算」という名称が廃止され、「退院
支援加算」となる

• 退院支援加算は以下の3種類が設定

• （1）退院支援加算1：新設

• （2）退院支援加算2：退院調整加算の組み替え

–退院調整加算は入院日数に応じた評価の廃止

• （3）退院支援加算3：新生児特定集中治療室退
院調整加算の組み替え



地域包括ケアシステム推進のための取組の強化

 患者が安心・納得して退院し、早期に住み慣れた地域で療養や生活を継続できる
ように、保険医療機関における退院支援の積極的な取組みや医療機関間の連携等
を推進するための評価を新設する。

(新) 退院支援加算１
イ 一般病棟入院基本料等の場合 ６００点
ロ 療養病棟入院基本料等の場合 １,２００点

(改) 退院支援加算２
イ 一般病棟入院基本料等の場合 １９０点
ロ 療養病棟入院基本料等の場合 ６３５点

退院支援に関する評価の充実

［算定要件・施設基準］

退院支援加算１
退院支援加算２

（現在の退院調整加算と同要件）

退院困難な患者の早期抽出 ３日以内に退院困難な患者を抽出 ７日以内に退院困難な患者を抽出

入院早期の患者・家族との面談 ７日以内に患者・家族と面談 できるだけ早期に患者・家族と面談

多職種によるカンファレンスの実施 ７日以内にカンファレンスを実施 カンファレンスを実施

退院調整部門の設置 専従１名（看護師又は社会福祉士） 専従１名（看護師又は社会福祉士）

病棟への退院支援職員の配置
退院支援業務等に専従する職員を病棟に配置

（2病棟に1名以上）
－

医療機関間の顔の見える連携の構築
連携する医療機関等（20か所以上）の職員と

定期的な面会を実施（3回/年以上）
－

介護保険サービスとの連携 介護支援専門員との連携実績 －

職員の病棟配
置や連携体制
の確立等を評

価

平成28年度診療報酬改定
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通知

• (２) 退院支援加算１にあっては、退院支援及び地域

連携業務に専従する職員（以下「退院支援職員」と
いう。）を各病棟に専任で配置し、原則として入院後
３日以内に患者の状況を把握するとともに退院困難
な要因を有している患者を抽出する。

• ＊1人につき2病棟（120床）まで

• また、退院支援加算２にあっては、患者の入院して
いる病棟等において、原則として入院後７日以内に
退院困難な要因を有している患者を抽出する。なお
、ここでいう退院困難な要因とは、以下のものである



廃止される項目

(1)新生児特定集中治療室退院調整加
(2)救急搬送患者地域連携紹介加算
(3)救急搬送患者地域連携受入加算
(4)地域連携認知症支援加算
(5)地域連携認知症集中治療加算
(6) 地域連携診療計画管理料
(7) 地域連携診療計画退院時指導料（I）
(8) 地域連携診療計画退院時指導料（Ⅱ）



④退院直後の在宅療養支援の評価

• 医療ニーズが高い患者が安心・安全に在宅
療養に移行し、在宅療養を継続できるように
するために、退院直後の一定期間に退院支
援や訪問看護ステーションとの連携のため入
院医療機関から行う訪問指導について評価
する

• 今後の在宅医療のニーズの増大に対応した
訪問看護の提供体制の確保のために、病院
・診療所からの訪問看護をより評価する。



退院直後の在宅療養の支援
病棟の看護師や病院・診療所の訪問看護ステーションと連携

病院の訪問看護ステーション

地域の訪問看護ステーション

退院直後患者

病棟看護師と連携





９３５６
箇所

医療機関併設型の
訪問看護事業所は

減っている



パート４
2018年同時改定へ向けて

療養病床問題

地域医療構想



療養病床の在り方等に関する検討会

2015年7月10月
医政局、老健局、保険局合同開催







2011年度末で廃止



2017年度末



2017年度末までに廃止

14万床



介護療養病床
の住宅転換は

？

介護療養病
床の老健転
換はむりすじ

介護療養病床
はナーシング
ホームに



医療法人による特養設置
の規制緩和を！

新類型



地域医療構想と入院基本料の今後

• ７対１の要件見直しだけでなく
「今後の方向性を」明確に

• 「次期改定で具体化できるかは別
として、７対１、10対１を今後どうし

ていくのか、幅広い視点で検討す
ることが必要」

• 「国が地域医療構想を進めていく
上でも、われわれは７対１病床が
今のままでいいとは考えていない」

健保連・白川副会長





２０１８年同時改定の課題

• 地域医療構想が出揃っているので、地域医
療構想を後押しする改定になるだろう

• それまでに病床機能区分ごとの定義の明確
化、指標の明確化が必要

• 高度急性期、急性期、回復期、慢性期にふさ
わしい入院基本料とは一体何か？

• 療養病床の転換先の「新類型」の報酬体系に
も注目が集まる
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医療計画医療計画 医療計画医療計画

2013年 2018年

2023年

病床機能情
報報告制度

地域医療ビジ
ョン

病床機能情
報報告制度
地域医療
ビジョン

医
療
介
護
の
あ
る
べ
き
姿

医
療
計
画

病床
機能
情報
報告
制度

報
酬
改
定

病床機能情
報報告制度
地域医療
ビジョン

2025年へのカウントダウン

2016年改定

2014年スタート



２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！～

• 武藤正樹著

• 医学通信社

• Ａ５判 ２７０頁、２８００円

• 地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ向
けての医療・介護トピックスetc

• 2015年9月発刊



まとめと提言

・団塊世代が後期高齢者となる2025年、医療・介護野提供
体制が大きく変わる

・2016年診療報酬改定においては、7対１病棟入院基本料
が1丁目1番地

・中小病院にとっての最大課題は７対１の維持あるいは転
換が最大問題

・2018年同時改定は地域医療構想を見据えた改定となる

・



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

